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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務
の適正を確保するための体制についての決定内容及び運用状況の概要は以下のとおりでありま
す。

【業務の適正を確保するための体制】
　（1） 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　① 　グループ経営理念に基づき、法令遵守を含むグループ行動指針及び行動規準を整備し、

取締役、執行役員及び使用人（執行役員を除く。）（以下同じ）に周知徹底する。
　　② 　法令及び定款に適合した社内規則及び職務権限規則を整備し、取締役、執行役員及び

使用人に周知し、職務執行を監督する。
　　③ 　代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、当社

と子会社のコンプライアンスの取り組みを統括する。
　　④ 　行動規準に基づき、反社会的勢力とはいかなる状況下でも一切関係を持たない。
　　⑤ 　業務執行組織から独立した内部監査部を設置し、監査役と連携して財務報告、コンプ

ライアンス、業務執行、業務効率等に関する内部監査を行う。
　　⑥ 　通報者保護に配慮した内部通報者制度を整備し、周知する。
　　⑦ 　財務報告に係る内部統制を業務執行組織が自ら整備、運用、評価する体制をつくり、併

せてその整備・運用状況の有効性を内部監査部において評価することにより、金融商品
取引法で求められる財務報告の信頼性を確保する。

　（2） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　① 　文書取扱規程を整備し、これに基づき取締役会及び経営会議の議事録、稟議書等職務

の執行に関わる情報の保存及び管理を行う。
　（3） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　① 　コンプライアンス・リスク管理委員会において、事業継続に重大な影響を及ぼすリス

クを統一的に評価し、対応すべきリスクを選定するとともに、個別のリスク管理体制の
活動状況を統括する。

　　② 　旅客運送の安全を確保するため、関連法令に対応した安全管理規程を制定し、安全管
理体制を整備する。

　　③ 　災害・事故等に備え、災害対策規則等を整備し、定期的に訓練及び教育を行う。
　　④ 　大規模な災害、事故等が発生したときは、対策本部を設置し、迅速に対応する。
　　⑤ 　反社会的勢力との間に問題が発生した場合は、外部の専門機関と連携し、法的な措置

も含め組織的に対応する。
　　⑥ 　事業継続に重大な影響を及ぼすその他のリスクについて、対応が必要な場合はコンプ

ライアンス・リスク管理委員会の審議を経て管理部門を指定し、適宜管理体制を整備する。
　（4） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　① 　取締役会（原則月１回開催）の決議により意思決定すべき事項と経営会議（常勤取締

役及び常勤執行役員で構成され、原則月２回開催）の審議により意思決定すべき事項に
ついて、取締役会規則、経営会議規則等を整備し、これに基づき職務執行の意思決定を
行う。
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　　② 　職制及び職務分掌、職務権限規則を整備し、各職務の権限と責任を明確化する。
　　③ 　経営計画を決定し、これに基づき職務を執行する。
　（5） 当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　　① 　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制
　　　ア ．子会社にグループ経営理念及びグループ行動指針に示される基本的考え方を周知し、

行動規準の整備及び周知徹底を指導する。
　　　イ ．グループ戦略部を設置するとともに、関係会社管理規程等を整備し、関係部門と連

携して、子会社の管理を行う。
　　　ウ ．子会社は、必要に応じて経理規程並びに職務権限規則等の関係規程類を整備し、財

務報告並びに業務執行の適正化を図る。
　　　エ ．子会社は、コンプライアンス委員会を設置し、その議事を当社に報告する。
　　　オ ．当社の取締役、執行役員又は使用人は、必要に応じ、子会社の取締役等又は監査役

に就任し、職務執行を監督する。
　　　カ ．内部監査部が、子会社の内部監査を実施する。
　　　キ ．当社及び子会社共通の内部通報窓口を設置し、周知する。
　　② 　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　　ア ．京成グループ社長会等を定期的に開催し、グループ経営方針の伝達と経営情報の共

有等を図る。
　　　イ ．子会社は、京成グループ経営計画規程に基づき、経営計画を策定し、これに基づき

職務を執行する。
　　③ 　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　　ア ．コンプライアンス・リスク管理委員会において、当社と子会社のリスク管理を統括

する。
　　　イ ．子会社は、京成グループ社長会等を通じ、コンプライアンス・リスク管理委員会に

おけるリスク評価結果を当社と共有し、対応が必要なリスク項目について、適宜管理
体制を整備する。

　　④ 　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　　　ア ．関係会社管理規程において、子会社が当社に報告すべき事項を明確化し、これに基

づき子会社より報告を受け、必要に応じて指導を行う。
　（6） 監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項
　　① 　監査役の職務を補助するため、監査役会事務局を設置し、職務の補助に必要な使用人

を配置する。
　（7） 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立に関する事項並びに使用人に対す
る指示の実効性の確保に関する事項

　　① 　監査役会事務局の使用人は、取締役の指揮・監督を受けない専任の使用人とする。
　　② 　監査役会事務局の使用人の人事については、監査役の同意を必要とする。
　（8） 監査役への報告に関する体制並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不
利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　　① 　取締役、執行役員及び使用人が監査役に報告するための体制
　　　ア ．取締役、執行役員及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があ
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ることを発見したときは、当該事実を監査役に報告する。
　　　イ  ．取締役、執行役員及び使用人は、監査役から職務執行に関する事項の報告を求めら

れた場合には、速やかに報告する。
　　②  　子会社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報

告するための体制
　　　ア  ．子会社の取締役等及び使用人は、当社又は当社の子会社に著しい損害を及ぼすおそ

れのある事実があることを発見したときは、当該事実を当社の監査役又はグループ戦
略部に報告する。

　　③  　通報者保護に配慮した内部通報者制度に準拠し、監査役への報告を行った者に対し、不
利な取扱いを行わない。

　（9） 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　　①  　監査役が、職務の執行について生ずる費用の前払等を請求した時は、速やかに費用又
は債務を処理する。

（10） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　①  　監査役は、取締役会等、取締役の職務執行上重要な会議に出席し、必要に応じ意見を

述べ、重要な意思決定の過程を把握するとともに、職務執行に係る重要な書類の閲覧等
を通じ、業務の執行状況を把握する。

　　②  　監査役は、会計監査人、内部監査部と定期的に会合をもち、情報を共有し、意見交換
を行う。

　　③  　代表取締役社長は、監査役と定期的かつ必要に応じて会合をもち、監査の重要課題等
について意思疎通を図る。

【業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要】
　（1） 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制に
ついて

　　  　経営理念として京成グループ理念を定め、これをグループ内の取締役、執行役員及び使
用人（執行役員を除く。）に周知・徹底を図っております。また、コンプライアンス・リス
ク管理委員会規程に基づき、コンプライアンス・リスク管理委員会を年２回開催し、コン
プライアンスに関する事例及び再発防止策を共有し、講演会開催やコンプライアンスカー
ドの配布により法令遵守、社会から求められる倫理的行動について周知、教育を実施して
おります。なお、コンプライアンス通報者窓口（内部・外部）を設け、通報・相談された
事項について、適切な対応を行っております。

　（2） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制について
　　  　取締役会議事録等、取締役の職務執行に係る書類について、文書取扱規程に基づき、適
切に保管しております。

　（3） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制について
　　  　当社と子会社を対象としたリスク調査結果に基づき、コンプライアンス・リスク管理委
員会において、管理対象リスクの選定及び管理主体の指定を行い、適切にリスク管理を実
施しております。鉄道本部は、安全管理規程、鉄道本部災害対策規則に基づき、安全管理
体制の再確認により安全重点施策の見直しを実施したほか、異常時を想定した定期的な訓
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練を実施し、一般管理・開発部門も参加しました。また、新型コロナウイルスの感染拡大
を受け、新型インフルエンザ等対策業務計画に基づき、新型インフルエンザ等対策総本部
等を引き続き設置しました。

　（4） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制について
　　  　取締役会規則、経営会議規則に基づき、取締役会において業務執行上重要な事項に関す
る意思決定を行うとともに、経営会議においてそれ以外の重要な事項の審議・報告を行っ
ております。なお、経営計画規程に基づき、2021年度の年度計画を遂行するとともに、取
締役会において2022年度の年度計画を決議しました。

　（5） 当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制について
　　  　関係会社管理規程に基づき、子会社の業務処理基準を明確化し、子会社から当社への「承
認・協議・報告」を義務付けております。京成グループ経営計画規程に基づき、当社から
経営方針の示達を行いました。子会社においては、コンプライアンス委員会規程を整備し
ており、規程に基づき開催した委員会について、議事経過及び内容を当社の総務部に報告
する体制となっております。なお、各子会社では内部通報者窓口を設置しているほか、グルー
プ共通のコンプライアンス啓発ポスターを掲出するなど、子会社の使用人の利用も可能と
している当社のコンプライアンス通報者窓口（内部・外部）の周知を図りました。

　（6） 監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項について
　　  　監査役の職務補助のため、専任の使用人を配置しております。
　（7） 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立に関する事項並びに使用人に対す
る指示の実効性の確保に関する事項について

　　  　専任の使用人は、業務執行組織から独立しており、監査役の指揮命令により、監査役の
職務を補助しております。

　（8） 監査役への報告に関する体制並びに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不
利な取扱いを受けないことを確保するための体制について

　　  　監査役は、取締役会等の重要な会議に出席し、意見を述べるほか、重要な書類の閲覧に
より業務の執行状況を把握しております。当社及び子会社の取締役等及び使用人は、当社
又は子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、当該事
実を当社の監査役又はグループ戦略部に報告する体制をとっております。なお、公益通報
者保護法に則り、内部通報をした者が不利な取扱いを受けないことを確保しております。

　（9） 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項について

　　  　監査役の職務について生ずる費用を予算化し、これを会社が負担しております。
（10） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制について
　　  　代表取締役社長と常勤監査役は、定期的かつ必要に応じて会合を開催し、重要課題等に
ついて意思疎通を図っております。また、監査役は、会計監査人及び内部監査部と情報共有・
意見交換を行い、連携を図っております。
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会社の支配に関する基本方針

　（1） 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
　　①　当社グループの基本的な事業運営の考え方
　　　  　当社グループは、鉄道事業を中心とした運輸業という極めて公共性の高い社会的イン

フラを提供する事業を基幹（以下「コア事業」といいます。）としており、それに伴う社
会的責任を負っております。

　　　  　このような社会的責任は、当社グループの事業においては、利用者の安全と利便性を
確保しつつ安定的な輸送サービスを提供することによって全うすることができます。そ
して、そのためには、安全対策、線路整備、施設拡充、沿線開発等において、様々な事
業環境の変化を見据えた中長期的視点に立った経営を行うことが必要不可欠であると考
えております。

　　　  　また、当社グループの事業においては、顧客、株主、取引先、従業員にとどまらず、前
記の社会的責任をもたらすものとして、地域社会との調和、環境への配慮等、事業を進
めるにあたり広範囲のステークホルダーの利益に最大限配慮することも重要であります。

　　　  　このように、当社グループの事業は、中長期的な視点に立ち、広範囲のステークホルダー
の存在に配慮した事業展開を行ってきた一つの帰結として、鉄道事業を中核としつつ、バ
ス事業、タクシー事業を運営する運輸業や流通業、不動産業、レジャー・サービス業、建
設業等幅広く事業展開しており、当社グループの企業価値は、コア事業である運輸業と
これらの関連事業との有機的な結合によって確保・向上されるべきものと考えております。

　　②　基本方針の内容
　　　  　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、前記①の考え方を十分に

理解し、企業価値ひいては株主の皆様共同の利益を中長期的に最大化させる者でなけれ
ばならないと考えております。

　　　  　当社は、上場会社の株主は株式の市場での自由な取引を通じて決まるものであり、株
式会社の支配権の移転を伴うような株式等の大規模な買付行為であっても、これを受け
容れて大規模買付行為に応じるか否かの判断は、最終的には個々の株主の皆様の判断に
委ねられるべきものと考えております。

　　　  　しかし、当社株式の大量取得行為や買付提案の中には、「企業価値ひいては株主共同の
利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのあるもの」、「株主の皆様に株式の売却を事
実上強要するおそれがあるもの」や「買付に応じるか否かについて判断するための十分
な情報や時間を提供しないもの」等も想定されます。

　　　  　当社としては、このような大規模な買付に対しては、株主の皆様のために適切な措置
を講じることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えて
おります。

　（2） 基本方針の実現に資する特別な取組み
　　①　グループ経営理念
　　　  　当社グループは、前記の考え方をもとに、日々の事業活動を通じて、企業としての社

会的責任を果たし、健全な事業成長を遂げることにより、社会の発展に貢献することを
目指しております。そのため、「京成グループは、お客様に喜ばれる良質な商品・サービ
スを、安全・快適に提供し、健全な事業成長のもと、社会の発展に貢献します。」という「グ
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ループ経営理念」を策定するとともに、この理念を実現するため、安全・接客・成長・
企業倫理・環境の５項目からなる「グループ行動指針」を定め、企業価値の確保・向上
に努めております。

　　②　グループ経営計画
　　　  　当社グループでは、前記のグループ経営理念のもと、グループ全体の経営の方針と目

標を明確にするため、３年毎にグループ中期経営計画を作成しております。この中で、グ
ループシナジーを最大限発揮しうる体制の強化を図り、当社グループ全体の企業価値の
最大化を目指すことを基本方針としております。

　　　  　2019年度から2021年度にわたる「Ｅ４プラン」においては、「グループ経営強化によ
る収益拡大の確実な実現」、「安全かつ安心なサービスの提供」及び「社会的要請に対応
した経営推進体制の確立」の基本方針のもと、「地域社会との共生による京成グループの
プレゼンス強化」、「グループ経営体制の充実並びにコーポレート・ガバナンスの強化」、「イ
ンバウンド市場の深耕」、「既存事業の強化による収益拡大」、「安全・安心の確保並びにサー
ビス品質の向上」及び「新たな成長ビジョンの確立」を基本戦略としてグループ全体の
企業価値の最大化を追求いたします。

　　③　利益還元の考え方
　　　  　当社グループは鉄道事業を中心とする公共性の高い業種であるため、当社としては、今

後の事業展開と経営基盤の強化安定に必要となる内部留保資金の確保や業績等を勘案し
ながら、安定的かつ継続的に利益還元していくことを基本方針としております。

　　④　コーポレート・ガバナンスの強化に向けた取組み
　　　  　当社は、各ステークホルダーとの良好な関係を築くとともに、内部統治構造の機能及

び制度を一層強化・改善・整備しながら、コーポレート・ガバナンスの充実を図ってお
ります。具体的には、業務の執行を迅速かつ効果的に行うため、内部統制機能の充実、職
務権限規則等の運用を行うことにより、その実効性を図るとともに、コンプライアンス
を含むリスク管理、経営の透明性確保や公正な情報開示等の取組みを行っております。今
後とも当社のガバナンス体制のより一層の強化を進めてまいります。

　　　  　当社は監査役制度を採用しており、取締役会、監査役会及び会計監査人を設置してお
ります。当社の取締役会は社外取締役４名を含む12名で構成しております。なお、取締
役の任期を１年とすることにより、業務執行の監視体制の強化を図っております。監査
役会は５名で構成しており、４名は社外監査役となっております。監査役は取締役会の
ほか重要な会議に出席し、取締役の職務執行状況を監査するとともに、内部監査部及び
会計監査人と緊密な連携を保ち、情報交換を行い、相互の連携を深め、監査の有効性・
効率性を高めております。

　（3） 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配される
ことを防止するための取組み

　　  　当社は、大規模買付行為を行おうとする者に対しては、当社の企業価値ひいては株主の
皆様共同の利益を確保するために、株主の皆様が適切に判断するための必要かつ十分な情
報提供を求め、取締役会の意見等を開示し、株主の皆様が検討するための時間の確保に努
める等、金融商品取引法、会社法その他関係法令の範囲内において、適切な措置を講じて
まいります。

　（4） 前記の取組みが基本方針に沿い、当社グループの企業価値及び株主共同の利益に合致し、
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当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて
　　  　前記（2）、（3）に記載した企業価値の向上のための取組みは、当社グループの企業価値
及び株主共同の利益を持続的に確保・向上させるための具体的方策として策定されたもの
であります。したがって、これらの取組みは、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益を
損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。
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連結株主資本等変動計算書
２０２１年４月１日から（２０２２年３月31日まで）

(単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 36,803 28,411 317,899 △6,184 376,930
会計方針の変更による累積的影響額 　 △692 　 △692
会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 36,803 28,411 317,207 △6,184 376,237

当 期 変 動 額 　 　 　 　
剰 余 金 の 配 当 　 △2,903 　 △2,903
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失（ △ ） 　 △4,438 　 △4,438

連結子会社株式の取得による
持 分 の 増 減 △0 　 　 △0

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動 0 　 　 0

連結子会社と非連結子会社との
合 併 に 伴 う 変 動 　 △22 　 △22

自 己 株 式 の 取 得 　 　 △0 △0
持 分 法 適 用 会 社 に 対 す る
持分変動に伴う自己株式の増減 　 　 0 0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 ― △0 △7,363 0 △7,363
当 期 末 残 高 36,803 28,410 309,843 △6,184 368,873

その他の包括利益累計額
非支配株主
持分

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 3,075 30 △1,397 1,708 17,406 396,044
会計方針の変更による累積的影響額 　 　 　 　 △55 △748
会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 3,075 30 △1,397 1,708 17,350 395,296

当 期 変 動 額 　 　 　 　 　 　
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 △2,903
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失（ △ ） 　 　 　 　 　 △4,438

連結子会社株式の取得による
持 分 の 増 減 　 　 　 　 　 △0

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動 　 　 　 　 　 0

連結子会社と非連結子会社との
合 併 に 伴 う 変 動 　 　 　 　 　 △22

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 △0
持 分 法 適 用 会 社 に 対 す る
持分変動に伴う自己株式の増減 　 　 　 　 　 0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） △864 7 38 △818 590 △227

当 期 変 動 額 合 計 △864 7 38 △818 590 △7,591
当 期 末 残 高 2,210 38 △1,358 890 17,941 387,705

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

［連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等］
１．連結の範囲に関する事項
（1） 連結子会社の数……80社
  主要な連結子会社の名称：
  　　  北総鉄道㈱、京成建設㈱、関東鉄道㈱、京成バス㈱、帝都自動車交通㈱、㈱京成ス

トア
（2） 主要な非連結子会社の名称：
  　　㈱京成情報システム、鋸山ロープウェー㈱
    （連結の範囲から除いた理由）いずれも小規模であり、合計の総資産、営業収益、持分に

見合う当期純損益及び持分に見合う利益剰余金等はいずれも連結計算書類に重要な影響
を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

（3） 連結の範囲の変更
    　京葉商事㈱は、連結子会社である京成不動産㈱との合併により、帝都三信大森交通㈱は、

連結子会社である帝都三信交通㈱との合併により、それぞれ消滅しております。
２．持分法の適用に関する事項
　（1） 持分法を適用した関連会社の数……５社
  主要な会社等の名称：
  　　㈱オリエンタルランド、新京成電鉄㈱
　（2） 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称：
  　　㈱京成情報システム、鋸山ロープウェー㈱、日暮里駅整備㈱
    （持分法を適用しない理由）持分に見合う当期純損益及び持分に見合う利益剰余金等から

みて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体
としても重要性がないため、持分法を適用しておりません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、京成電設工業㈱の決算日は12月末日であり、帝都自動車交通㈱、㈱
京成ストアほか41社の決算日は２月末日であります。
　連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に
生じた重要な取引等については、連結上必要な調整を行っております。
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４．会計方針に関する事項
（1） 重要な資産の評価基準及び評価方法
　①　有価証券

その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの
　　　 ······················  時価法により評価しております。（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
　市場価格のない株式等
　　　 ······················移動平均法に基づく原価法により評価しております。

　②　デリバティブ
　時価法により評価しております。

　③　棚卸資産
　分譲土地建物は個別法に基づく原価法により、その他は主として売価還元法に基づ
く原価法により評価しております。
　（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定しております。）

（2） 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法及び定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　建 物 及 び 構 築 物　　５～60年
　　機械装置及び運搬具　　５～20年

　②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法を採用しております。

　③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3） 重要な引当金の計上基準
　①　貸倒引当金

　営業債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

　②　賞与引当金
　従業員の賞与の支給にあてるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計
上しております。

（4） 退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る負債は、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務か
ら年金資産の額を控除した額を計上しております。
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　①　退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については、期間定額基準によっております。

　②　数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（５～10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理することとしております。

（5） 重要な収益及び費用の計上基準
　顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当
該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであり
ます。

　①　運輸業
　運輸業における旅客の運送については、運送サービスの提供に応じて収益を認識し
ております。
　なお、定期乗車券に係る収益については、有効開始月から一定の期間にわたり収益
を認識しております。

　②　流通業
　流通業における商品の販売については、商品を顧客に引き渡した時点で収益を認識
しております。
　なお、商品の販売のうち、代理人に該当すると判断したものについては、他の当事
者が提供する商品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額
を収益として認識しております。

　③　不動産業
　不動産業における土地及び建物の販売については、土地及び建物を顧客に引き渡し
た時点で収益を認識しております。

　④　建設業
　建設業における長期の工事契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足さ
れると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗
度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の
総額に占める割合に基づいて行っております。
　なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行
義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務の
充足に係る進捗度を合理的に見積ることができる時まで、一定の期間にわたり充足さ
れる履行義務について原価回収基準により収益を認識しております。

（6） その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　①　繰延資産の処理方法

社債発行費
　社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。
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　②　鉄道事業における工事負担金等の会計処理の方法
　鉄道事業において固定資産の取得のために受け入れた工事負担金等は、工事完成時
に当該固定資産の取得原価から直接減額しております。なお、連結損益計算書におい
ては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から
直接減じた額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

　③　ヘッジ会計の処理方法
　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしてい
る金利スワップについては特例処理によっております。

　④　支払利息の原価算入
　分譲土地建物の開発事業に係る支払利息の一部を取得原価に算入しております。なお、
当連結会計年度において取得原価に算入した額はありません。

[会計方針の変更に関する注記]
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計
基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客
に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識する
こととしております。
　これによる主な変更点は以下のとおりです。

（1） 定期乗車券に係る収益認識
　運輸業における定期乗車券に係る収益について、従来は、発売月から一定の期間にわたり
収益を認識しておりましたが、有効開始月から一定の期間にわたり収益を認識する方法に変
更しております。

（2） 代理人取引に係る収益認識
　流通業における一部の代理人取引に係る収益について、従来は、総額で収益を認識してお
りましたが、顧客への財又はサービスの提供における役割（本人又は代理人）を判断した結果、
純額で収益を認識する方法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の
累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計
方針を適用しております。
　この結果、当連結会計年度の営業収益が17,168百万円、運輸業等営業費及び売上原価が
16,737百万円、販売費及び一般管理費が516百万円、それぞれ減少しております。営業損失、
経常損失及び税金等調整前当期純損失に与える影響は軽微であります。また、利益剰余金の当
期首残高は692百万円減少しております。
　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」
に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約
資産」に含めて表示することとしました。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会
計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融
商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的
な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用する
こととしております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。
　また、［金融商品に関する注記］において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事
項等の注記を行うこととしました。

［会計上の見積りに関する注記］
１．固定資産の減損
（1） 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

減損損失  469百万円
有形固定資産及び無形固定資産  599,488百万円

（2） 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　当社グループは、管理会計上の事業ごと又は物件、店舗ごとに資産のグルーピングを
行っており、減損の兆候が存在する場合には、一定の仮定を設定した将来キャッシュ・
フローに基づき、減損の要否の判定を実施しております。将来キャッシュ・フローの総
額が帳簿価額を下回る場合には、減損損失を認識し、帳簿価額を回収可能価額まで減額
しております。
　新型コロナウイルス感染症の影響については、今後も影響が一定程度継続するものと
仮定を置いて将来キャッシュ・フローを見積っております。
　これらの見積りは、将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性が
あり、将来キャッシュ・フローに見直しが必要となった場合、翌連結会計年度の連結計
算書類に重要な影響を与える可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性
（1） 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産  18,812百万円

（2） 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画や過去に生じた課税所得の金額等に基づく課
税所得の発生時期及び金額によって見積っております。
　新型コロナウイルス感染症の影響については、今後も影響が一定程度継続するものと
仮定を置いて将来獲得しうる課税所得を見積っております。
　これらの見積りは、将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性が
あり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年
度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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［連結貸借対照表に関する注記］
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
（1） 担保に供している資産   299,652百万円

流 動 資 産 そ の 他   172百万円
建 物 及 び 構 築 物   199,453百万円
機械装置及び運搬具   19,876百万円
土　　　　　　　　　地  77,215百万円
有形固定資産その他   1,352百万円
無形固定資産その他   1,561百万円
投資その他の資産その他  20百万円

（2） 担保に係る債務  96,401百万円
２．有形固定資産の減価償却累計額  486,973百万円

［連結株主資本等変動計算書に関する注記］
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普 通 株 式  172,411,185株

２．配当に関する事項
（1） 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の
総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2021年 ６ 月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 1,451百万円 ８円50銭 2021年３月31日 2021年６月30日

2021年10月29日
取 締 役 会 普通株式 1,451百万円 ８円50銭 2021年９月30日 2021年12月２日

（2 ） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
　2022年６月29日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次
のとおり付議します。
　①　配 当 金 の 総 額   1,451百万円
　②　配 当 の 原 資   利益剰余金
　③　１株当たり配当額  ８円50銭
　④　基 準 日   2022年３月31日
　⑤　効 力 発 生 日   2022年６月30日
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［金融商品に関する注記］
１．金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については主に安全性の高い金融資産で運用し、また、資金
調達については銀行等金融機関からの借入によっております。デリバティブは、借入金の
金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行っておりません。
　投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、業
務上の関係を有する企業等の株式であり、四半期ごとに時価の把握を行っております。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。一部
の長期借入金においては、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、
デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。また、営
業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次
に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額 8,688百万円）
については、「投資有価証券」には含めておりません。

（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額 時　　　価 差　　　額

投資有価証券 195,473 1,737,217 1,541,743

資産計 195,473 1,737,217 1,541,743

社債 110,450 108,825 △1,624

長期借入金 140,189 141,555 1,365

負債計 250,640 250,380 △259

デリバティブ取引 ― ― ―

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下
の３つのレベルに分類しております。
　レベル１の時価：  同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価
　レベル２の時価：  レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価
　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ
トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分
類しております。



― 16 ―

（1） 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区　　　分
時　　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　　　計

投資有価証券 10,376 ― ― 10,376

資産計 10,376 ― ― 10,376

デリバティブ取引 ― ― ― ―

（2） 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区　　　分
時　　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　　　計

投資有価証券 1,726,841 ― ― 1,726,841

資産計 1,726,841 ― ― 1,726,841

社債 ― 108,825 ― 108,825

長期借入金 ― 141,555 ― 141,555

負債計 ― 250,380 ― 250,380

デリバティブ取引 ― ― ― ―

（注） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている
ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
社債
　当社及び連結子会社の発行する社債の時価は、相場価格のあるものは相場価格に基づき、相
場価格のないものは、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利
率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金
　元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在
価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
デリバティブ取引
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として
処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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［賃貸等不動産に関する注記］ 
１．賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社及び一部の連結子会社では、東京都や千葉県などの地域において、賃貸商業施設、賃
貸住宅、賃貸オフィスビルなど（土地を含む）を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時　　　価

123,653 173,915

（注） １    連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し
た金額であります。

  ２    当連結会計年度末の時価は、土地は適切に市場価格を反映していると考えられる指標
に基づき自社で算定した金額であり、建物等の償却性資産は適正な帳簿価額の金額であ
ります。

［収益認識に関する注記］
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

　 報告セグメント
計

　 運輸業 流通業 不動産業 レジャー・
サービス業 建設業 その他

の事業

鉄道事業 54,141 ― ― ― ― ― 54,141

バス事業 38,340 ― ― ― ― ― 38,340

タクシー事業 21,589 ― ― ― ― ― 21,589

ストア業 ― 31,871 ― ― ― ― 31,871

百貨店業 ― 9,991 ― ― ― ― 9,991

不動産販売業 ― ― 5,267 ― ― ― 5,267

その他 ― 1,706 2,223 6,742 16,434 5,001 32,107

顧客との契約から
生じる収益 114,070 43,569 7,490 6,742 16,434 5,001 193,308

その他の収益 3,013 3,454 14,381 ― ― ― 20,849

外部顧客に対する
営業収益 117,084 47,023 21,872 6,742 16,434 5,001 214,157

２．収益を理解するための基礎となる情報
　［連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等］の「４．会計方針に関
する事項（5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1） 契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権（期首残高）  18,605百万円
顧客との契約から生じた債権（期末残高）  19,806百万円
契約資産（期首残高）  3,775百万円
契約資産（期末残高）  4,933百万円
契約負債（期首残高）  6,767百万円
契約負債（期末残高）  6,196百万円

　契約資産は、主に、建設業における長期の工事契約において、期末日時点で完了してい
るが未請求の工事契約に係る対価に対する権利に関するものであります。契約資産は、対
価に対する権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。
当該工事契約に関する対価は、主に工事完成時に受領しております。
　契約負債は、主に、運輸業における定期乗車券について、顧客から受け取った前受運賃
に関するものであり、収益の認識に伴い１年以内に取り崩されます。

（2） 残存履行義務に配分した取引価格
　残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想
される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。未充足(又は部
分的に未充足)の履行義務は、当連結会計年度末において12,258百万円であります。当該履
行義務は、建設業における長期の工事契約に関するものであり、期末日後１～３年以内に
収益として認識されると見込んでおります。

［１株当たり情報に関する注記］
１．１株当たり純資産額  2,194円00銭
２．１株当たり当期純損失  26円33銭

[重要な後発事象に関する注記]
（簡易株式交換による完全子会社化）
　当社は2022年４月28日開催の取締役会において、当社の持分法適用会社である新京成電鉄株
式会社（以下「新京成」という。）との間で、当社を株式交換完全親会社、新京成を株式交換完
全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」という。）を行うことを決議し、当社と新京成と
の間で株式交換契約を締結しました。
　本株式交換により、その効力発生日である2022年９月１日（予定）をもって、当社は新京成
の完全親会社となり、完全子会社となる新京成の普通株式（以下「新京成株式」という。）は、
株式会社東京証券取引所スタンダード市場において、2022年８月30日付で上場廃止（最終売買
日は2022年８月29日）となる予定です。

（1） 本株式交換の概要
①　株式交換完全子会社の名称及び事業の内容
株式交換完全子会社の名称　新京成電鉄株式会社
事業の内容　　　　　　　　運輸業及び不動産業
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②　本株式交換の目的 
・経営資源の効率的な利活用及び迅速な意思決定を行う体制の構築
・両社の更なる連携強化によるグループ一体経営の遂行
③　本株式交換の効力発生日
2022年９月１日（予定）

④　株式交換の方式 
　本株式交換は、当社においては、会社法第796条第２項の規定に基づき、簡易株式交換
の手続により、株主総会の承認を得ずに、また、新京成においては、2022年６月28日に
開催予定の定時株主総会において承認を得た上で、2022年９月１日を効力発生日として
行う予定です。

（2） 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付する株式数
①　株式の種類別の交換比率
　当社は、新京成株式１株に対して、当社の普通株式（以下「当社株式」という。）0.82
株を割当交付いたします。ただし、当社が保有する新京成株式（2022年４月28日現在
4,899,895株）については、本株式交換による株式の割当ては行いません。なお、本株式
交換に係る割当比率（以下「本株式交換比率」という。）は、算定の基礎となる諸条件に
重大な変更が生じた場合は、両社が協議し合意の上、変更することがあります。
　また、本株式交換により交付する当社株式は、当社の保有する自己株式を充当する予
定です。
②　株式交換比率の算定方法 
　当社及び新京成は、それぞれ別個に、両社から独立した第三者算定機関に株式交換比
率の算定を依頼し、受領した株式交換比率の算定書及びリーガル・アドバイザーからの
助言等を踏まえて慎重に協議・検討を重ねた結果、本株式交換比率は妥当であり、それ
ぞれの株主の利益に資すると判断いたしました。
③　交付する予定の株式数
4,983,417株

（自己株式の取得）
　当社は2022年４月28日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替
えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。概
要は以下のとおりです。

１．自己株式の取得を行う理由
　　機動的な資本政策の遂行及び資本効率の向上を通じて株主利益の向上を図るため。
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２．取得の内容
（1） 取得対象株式の種類  普通株式
（2） 取得し得る株式の総数  5,000,000株（上限）
    （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合2.93％）
（3） 株式の取得価額の総額  18,000,000,000円（上限）
（4） 自己株式取得の期間  2022年４月29日～2022年８月31日
（5） 取得方法    東京証券取引所における自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）

を含む市場買付
（6）その他必要な事項    本自己株式取得についての（1）～（5）以外の必要事項に関す

る一切の決定については、代表取締役社長に一任する。
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株主資本等変動計算書
２０２１年４月１日から（２０２２年３月31日まで）

（単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益

剰余金
当 期 首 残 高 36,803 27,845 58 27,904 3,038 8,095 113,923 125,056
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 　 　 　 　 　 　 △302 △302

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 36,803 27,845 58 27,904 3,038 8,095 113,620 124,754

当 期 変 動 額 　 　 　 　 　 　 　 　
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 　 △2,903 △2,903
当 期 純 損 失（ △ ） 　 　 　 　 　 　 △1,485 △1,485
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 　 　 　
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） 　 　 　 　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 ―  ―  ―  ―  ―  ―  △4,388 △4,388
当 期 末 残 高 36,803 27,845 58 27,904 3,038 8,095 109,231 120,365

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本

合計
その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △4,124 185,640 1,353 1,353 186,993
会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 　 △302 　 　 △302

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 △4,124 185,337 1,353 1,353 186,691

当 期 変 動 額 　 　 　 　 　
剰 余 金 の 配 当 　 △2,903 　 　 △2,903
当 期 純 損 失（ △ ） 　 △1,485 　 　 △1,485
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 　 　 △0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） 　 　 △835 △835 △835

当 期 変 動 額 合 計 △0 △4,388 △835 △835 △5,224
当 期 末 残 高 △4,124 180,948 518 518 181,467

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］
１．資産の評価基準及び評価方法
　（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　子会社株式及び関連会社株式  移 動 平 均 法 に よ る 原 価 法
　　　　そ　の　他　有　価　証　券
　　　　　市場価格のない株式等以外のもの  時　　　　　　 価 　　　　　　法

評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平
均法により算定

　　　　　市場価格のない株式等  移 動 平 均 法 に よ る 原 価 法
　（2） 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　分譲土地建物  個 別 法 に よ る 原 価 法

貸借対照表価額は収益性の低下
による簿価切下げの方法により
算定

　　　　貯　 蔵　 品  移 動 平 均 法 に よ る 原 価 法
貸借対照表価額は収益性の低下
による簿価切下げの方法により
算定

２．固定資産の減価償却の方法
　（1） 有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　建物及び構築物（全事業）  定額法
　　　　車両、機械装置、工具・器具・備品（賃貸業用のもの）  定額法
　　　　　　同　　　　　　　上　　　　　（賃貸業以外のもの）  定率法
　　　　なお、鉄道事業の取替資産については、取替法（定額法）を適用しております。
　（2） 無形固定資産（リース資産を除く）  定額法
　　　  　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。
　（3） リース資産
　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
３．引当金の計上基準
　（1） 貸倒引当金
　　　  　営業債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

　（2） 賞与引当金
　　　　従業員の賞与の支給にあてるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。
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　（3） 退職給付引当金
　　　  　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。
　　①　退職給付見込額の期間帰属方法
　　　  　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法に

ついては、期間定額基準によっております。
　　②　数理計算上の差異の費用処理方法
　　　  　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理すること
としております。

　（4） 関係会社事業損失引当金
　　　  　関係会社の事業に係る損失に備えるため、当社が負担することとなる損失見込額を計

上しております。
４．収益及び費用の計上基準
　（1） ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　　　　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
　（2 ） 顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
　　①　鉄道事業
　　　  　鉄道事業においては、主に旅客の運送を行っており、運送サービスの提供に応じて収

益を認識しております。
　　　  　ただし、定期乗車券に係る収益については、有効開始月から一定の期間にわたり収益

を認識しております。
　　②　開発事業
　　　  　開発事業のうち、不動産販売業においては、主に土地及び建物の販売を行っており、顧

客に引き渡した時点で収益を認識しております。
５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　（1） 繰延資産の処理方法
　　　社債発行費
　　　  　社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。
　（2） 鉄道事業における工事負担金等の会計処理の方法
　　　  　鉄道事業において固定資産の取得のために受け入れた工事負担金等は、工事完成時に

当該固定資産の取得原価から直接減額しております。なお、損益計算書においては、工
事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から直接減じた
額を固定資産圧縮損として特別損失に計上しております。

　（3） ヘッジ会計の処理方法
　　　  　ヘッジ会計の処理方法は、金利スワップ取引について特例処理を採用しております。
　（4） 支払利息の原価算入
　　　  　分譲土地建物の開発事業に係る支払利息の一部を取得原価に算入しております。なお、

当期において取得原価に算入した額はありません。
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　（5） 退職給付に係る会計処理
　　　  　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書

類における会計処理の方法と異なっております。

［会計方針の変更に関する注記］
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計
基準」という。）等を当期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
　これによる主な変更点として、鉄道事業における定期乗車券に係る収益について、従来は、発
売月から一定の期間にわたり収益を認識しておりましたが、有効開始月から一定の期間にわた
り収益を認識することとしております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、
当期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
　この結果、当期の営業収益が90百万円、営業費用が33百万円、それぞれ増加しております。
営業損失、経常損失及び税引前当期純損失に与える影響は軽微であります。また、繰越利益剰
余金の当期首残高は302百万円減少しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会
計基準」という。）等を当期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会
計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、
時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。
なお、計算書類に与える影響はありません。

［表示方法の変更に関する注記］
（損益計算書関係）
　「関係会社事業損失引当金繰入額」は、その金額に重要性が増したため、当期より区分掲記し
ております。なお、前期は「その他の費用」に316百万円含まれております。
　「固定資産除却損」は、その金額に重要性が増したため、当期より区分掲記しております。なお、
前期は、「その他の特別損失」に196百万円含まれております。

［会計上の見積りに関する注記］
１．固定資産の減損
　（1） 当期の計算書類に計上した金額
　　　　減損損失  256百万円
　　　　有形固定資産及び無形固定資産  444,399百万円
　（2） 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　当社は、鉄道事業固定資産は資産一体で、開発事業固定資産は独立したキャッシュ・
フローを生み出す最小の単位である賃貸物件ごとに資産のグルーピングを行っており、減
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損の兆候が存在する場合には、一定の仮定を設定した将来キャッシュ・フローに基づき、
減損の要否の判定を実施しております。将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下
回る場合には、減損損失を認識し、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。
　新型コロナウイルス感染症の影響については、今後も影響が一定程度継続するものと
仮定を置いて将来キャッシュ・フローを見積っております。
　これらの見積りは、将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性が
あり、将来キャッシュ・フローに見直しが必要となった場合、翌期の計算書類に重要な
影響を与える可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性
　（1） 当期の計算書類に計上した金額
　　　　繰延税金資産  11,590百万円
　（2） 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画や過去に生じた課税所得の金額等に基づく課
税所得の発生時期及び金額によって見積っております。
　新型コロナウイルス感染症の影響については、今後も影響が一定程度継続するものと
仮定を置いて将来獲得しうる課税所得を見積っております。
　これらの見積りは、将来の不確実な経済条件の変動等によって影響を受ける可能性が
あり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌期の計算書
類に重要な影響を与える可能性があります。

［貸借対照表に関する注記］
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
　（1） 担保に供している資産  206,845百万円
　　　　鉄道事業固定資産（注）  206,845百万円
　　　　（注）  　鉄道事業固定資産は財団組成により有形固定資産（リース資産を除く）を全額計

上しております。
　（2） 担保に係る債務  43,465百万円
　　　　長 期 借 入 金（注）  43,465百万円
　　　　（注）  　長期借入金には、１年内返済予定額（貸借対照表上は短期借入金に計上）を含み

ます。
２．有形固定資産の減価償却累計額  325,967百万円
３．事業用固定資産　有形固定資産  400,561百万円
　　　　　　　　　　　土　　　地  124,425百万円
　　　　　　　　　　　建　　　物  98,468百万円
　　　　　　　　　　　構　築　物  134,595百万円
　　　　　　　　　　　車　　　両  8,800百万円
　　　　　　　　　　　機械装置及び工具・器具・備品  9,597百万円
　　　　　　　　　　　リース資産  24,674百万円
　　　　　　　　　　無形固定資産  8,497百万円
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４．保証債務
　　　下記の会社のリース料に対して、保証を行っております。
　　　　千葉ニュータウン鉄道株式会社   318百万円

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　　　短 期 金 銭 債 権  2,348百万円
　　　長 期 金 銭 債 権  21,742百万円
　　　短 期 金 銭 債 務  35,576百万円
　　　長 期 金 銭 債 務  979百万円
６．鉄道事業固定資産の取得原価から直接減額した工事負担金等累計額  125,062百万円

［損益計算書に関する注記］
１．営業収益  62,699百万円
２．営業費  65,121百万円
　　　運送営業費及び売上原価  35,280百万円
　　　販売費及び一般管理費  5,357百万円
　　　諸　　　　　　　　　税  4,514百万円
　　　減 価 償 却 費  19,970百万円
３．関係会社との取引高　　　　営　　業　　収　　益  7,193百万円
　　　　　　　　　　　　　　　営　　　 業 　　　費  9,591百万円
　　　　　　　　　　　　　　　営業取引以外の取引高  14,387百万円

［株主資本等変動計算書に関する注記］
当期末における自己株式の種類及び株式数
　　　普　　通　　株　　式  1,605,611株

［税効果会計に関する注記］
１．繰延税金資産
　　　退 職 給 付 引 当 金  6,007百万円
　　　合併による土地評価差額  3,913百万円
　　　税務上の繰越欠損金  3,125百万円
　　　減　　損　　損　　失  2,304百万円
　　　有 価 証 券 評 価 損   997百万円
　　　そ　　　　の　　　　他  4,040百万円
　　　　繰延税金資産小計   20,388百万円
　　　評　価　性　引　当　額  △8,699百万円
　　　　繰延税金資産合計   11,688百万円
２．繰延税金負債
　　　そ　　　　の　　　　他  △97百万円
　　　　繰延税金負債合計   △97百万円
　　　繰延税金資産の純額  11,590百万円
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［関連当事者との取引に関する注記］
　子会社及び関連会社等
  （単位：百万円）

種類 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 北総鉄道㈱ 所有
直接56％

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
（注1） 800

短期貸付金 904

長期貸付金 9,004

消費寄託金
の受入
（注2）

700  預り金 8,700

子会社
千葉
ニュータウン
鉄道㈱

所有
直接100％

資金の援助
役員の兼任

資金の貸付
（注3）  500 

短期貸付金 4

長期貸付金 9,812

　取引条件及び取引条件の決定方針等
　（注1）  　北総鉄道株式会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定している

ものと、同社の経営安定施策としての金利を適用しているものがあります。返済条件は
期間20～30年で、年賦返済又は３ヶ月毎返済としております。なお、担保は受け入れ
ておりません。

　（注2）  　消費寄託金については、北総鉄道株式会社の資金運用に伴うものであります。金利に
ついては、当社の調達金利を勘案して決定しております。

　（注3）  　千葉ニュータウン鉄道株式会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して
決定しております。返済条件は期間10～20年で、随時返済、期限一括返済又は３ヶ月
毎返済としております。なお、担保は受け入れておりません。

［１株当たり情報に関する注記］
１．１株当たり純資産額  1,062円42銭
２．１株当たり当期純損失  8円70銭

［重要な後発事象に関する注記］
（簡易株式交換による完全子会社化）
　連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略
しております。
（自己株式の取得）
　連結注記表［重要な後発事象に関する注記］に同一の内容を記載しているため、注記を省略
しております。

［収益認識に関する注記］
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、［重要な会計方針に係る事
項に関する注記］の「４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。


